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総 務 局       
 



１ 一般会計予算
（単位：千円、％）

令和５年度 令和６年度

① ② 増減額（②－①） 比率（②／①）

総 務 費 40,243,985 40,625,370 381,385 100.9 

警 察 費 52,828 40,340 ▲ 12,488 76.4 

教 育 費 40,466 32,268 ▲ 8,198 79.7 

公 債 費 147,025,504 146,978,557 ▲ 46,947 100.0 

諸 支 出 金 157,026,017 144,742,015 ▲ 12,284,002 92.2 

予 備 費 1,000,000 400,000 ▲ 600,000 40.0 

合 計
Ａ

345,388,800 332,818,550 ▲ 12,570,250 96.4 

２ 特別会計予算
（単位：千円、％）

令和５年度 令和６年度

① ② 増減額（②－①） 比率（②／①）

2,803,020 2,996,770 193,750 106.9 

202,053 202,053 0 100.0 

291,068,423 309,461,866 18,393,443 106.3 

合　　　　　計 294,073,496 312,660,689 18,587,193 106.3 

証 紙 等 特 別 会 計

管理事務費特別会計

公 債 管 理 特 別 会 計

令和６年度総務局当初予算（案）の概要

前　年　度　比　較

前　年　度　比　較

区　　　　　分

区　　　　　分
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それぞれの欲張りなライフスタイルの実現 
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➢ 県有施設有効活用事業  881,335千円 
耐震性を有する未利用施設（元生涯学習センター）を改修し、耐震性の無い西部県税事務所等を移転 

➢ 県庁舎敷地有効活用事業  111,760千円 
県庁舎敷地の民間事業者への貸付けによる有効活用を通じ、地域の活性化に資する新たな魅力拠点の

場を創出することに伴い、県として必要な整備を実施 

➢ 県庁舎附帯施設耐震化事業  93,240千円 
防災拠点庁舎を繋ぐ渡り廊下（議事堂⇔北館、本館⇔北館）の耐震化を実施 

➢ 県庁舎北館内外部改修事業 718,749千円 
北館の長寿命化及び設備の機能維持を図るための改修工事を実施 

➢ 広島県土地造成事業等債務処理事業 5,732,992千円 
土地造成事業会計及び港湾特別整備事業費特別会計（臨海土地造成事業）の資金不足に対応するた

め、「広島県土地造成事業等債務処理基金」の積立・取崩を行いながら、資金不足に対応した一般会計
からの支援を実施 

➢ 若年層の社会減少要因調査分析事業【新規】 30,651千円 
若年層の転出要因について、これまでの取組の内容や成果も含めて、改めて分析するとともに、分析

結果を踏まえた社会減対策の再構築を実施 

➢ 旧広島陸軍被服支廠安全対策等事業【一部新規】 688,648千円 
旧広島陸軍被服支廠の安全対策を進めるとともに、並行して建物の活用等の検討を実施 

➢ 広島県デジタルトランスフォーメーション推進事業【一部新規】 118,935千円 
広島県ＤＸ加速プランに基づき、「仕事・暮らしＤＸ」、「地域社会ＤＸ」、「行政ＤＸ」の各分野

で着実に取組を進めるとともに、民間事業者等に対するＤＸへの理解・実践意識の醸成やＤＸの取組を
後押しすることにより、全県的なＤＸを推進 

➢ 生成ＡＩ利活用推進事業【新規】 39,293千円 
生成ＡＩを利活用できる環境を全庁的に整備するとともに、固有の専門知識、経験等が必要な業務を

支援するため、県庁内データを活用した独自の生成ＡＩ環境を構築 

 

 

 

県民の挑戦を後押し 

 
➢ デジタル技術を活用した研究技術支援機能強化事業  30,000千円 

総合技術研究所において、将来にかけて必要とされる技術を有する人材を継続的に育成し、県内中小
企業及び農林水産事業者が抱える技術的課題に対応する共通技術基盤を構築することにより、技術支援
機能を強化 

●県民一人一人の夢や希望の実現に向けた『挑戦』を後押し 
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県有施設有効活用事業 
 
１ ねらい 
  県民・職員の安全性確保、資産の有効活用に加え、固定費を圧縮するため、

耐震性のある未利用施設（元生涯学習センター）を改修し、未耐震の税務庁舎
へ入居する西部県税事務所及び民間物件に入居し物件賃借料が生じている自
治総合研修センターの移転を行い、併せて、県庁舎敷地活用のため移転後の税
務庁舎を解体する。 

 
２ 事業の概要 
                                （単位：千円） 

内    容 予算額 

元生涯学習 
センター 
改修等工事
等 

○ 長期間未利用だった元生涯学習センターにつ
いて、内装リフレッシュ、電気幹線、空調、トイ
レ、エレベーター等設備、屋上防水・外壁、駐車
場等外構などの改修工事を行う。 

 【元生涯学習Ｃ概略】 
  所  在：広島市東区光町２丁目 
  建 築 日:昭和 57 年８月（築 41 年） 

＜新耐震基準により建築＞ 
  構  造：鉄筋コンクリート造４階 
  建築面積：1,388.47 ㎡ 
  延床面積：4,153.10 ㎡   

562,177 

○ 新たな地方庁舎となる元生涯学習センターへ
の移転準備（システムの移設、引越し等）を行う。 

139,372 

税務庁舎 
解体工事等 

○ 西部県税事務所移転後の税務庁舎の解体工事
等を行う。 

（債務：367,652） 
179,786 

合    計 
（債務：367,652） 

881,335 

 
 
３ 令和６年度予算額（単県） 

  ８８１，３３５千円 
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県庁舎敷地有効活用事業 
 
１ ねらい 
  広島市中心部の再開発や街づくりが進む中で、県庁舎敷地の民間事業者への

貸付による有効活用を通じ、地域の活性化に資する新たな魅力拠点の場を創出
する。 

 
２ 事業の概要 
                              （単位：千円） 

内    容 予算額 

○ 令和７年春の開業に向けた事業運営者の施設整備に併せ、県庁の森
や中庭等を整備 

111,760 

 
３ 令和６年度予算額（単県） 

  １１１，７６０千円 
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県庁舎附帯施設耐震化事業 
 
１ ねらい 
  大規模災害発生時における防災拠点庁舎間の円滑な業務連携による速やかな

初動応急対応に資するため、防災拠点庁舎である本館と北館及び北館と議事堂
を繋ぐ渡り廊下の安全性を確保する。 

  
２ 事業の概要 
                              （単位：千円） 

内    容 予算額 

○ 議事堂－北館及び本館－北館の渡り廊下耐震改修工事     
  【渡り廊下の設置時期】 
  昭和 45 年（1970 年）10 月の北館竣工時に設置 

（耐震性なし） 
  ＜築 53 年（R6.1 現在）＞  

（債務：56,378） 
93,240 

 
３ 令和６年度予算額（単県） 

  ９３，２４０千円 
 
 
 



 - 6 - 

 
 

県庁舎北館内外部改修事業 
 
１ ねらい 
  県庁舎北館の老朽化が進んでいることから、建物の長寿命化や、業務遂行に

不可欠な設備の機能維持を図る。 
 
２ 事業の概要 
                              （単位：千円） 

内    容 予算額 

○ 建築工事（内部改修、外壁改修、屋上防水等） 
○ 電気設備工事（電気設備更新等） 
○ 機械設備工事（空調設備改修等） 
○ 移転関連経費  

718,749 

 
３ 令和６年度予算額（単県） 

  ７１８，７４９千円 
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広島県土地造成事業等債務処理事業 
 

１ ねらい 

  土地造成事業会計及び港湾特別整備事業費特別会計（臨海土地造成事業）に

おいては、バブル経済崩壊以降の地価の下落に伴い、造成原価を下回る価格で

分譲地を売却せざるを得なかったことなどにより経営状況が悪化したため、今

後、長期間にわたり、企業債の償還等に必要な資金が不足する見込みとなって

いる。 

 このため、両会計における今後の資金不足に対応するため、計画的な基金積

立・取崩及び資金不足に対応した一般会計からの支援を行うことにより、後年

度に想定される負担を平準化し、債務処理を着実に進める。 

 

２ 事業の概要 

  土地造成事業会計及び港湾特別整備事業費特別会計（臨海土地造成事業）に

おける資金不足に対応するため、「広島県土地造成事業等債務処理基金」の積

立・取崩を行いながら、資金不足に対応した一般会計からの支援を行う。 

（単位：千円） 

内    容 予算額 

土地造成事業

会計への支援 

 

 令和６年度に土地造成事業会計において資金不

足が見込まれているため、一般会計から土地造成

事業会計へ資金不足相当額を繰り出す。 

 
 
【一般会計支援予定額】 

R4～R16 総額 287 億円 

  土地造成事業会計 134 億円 

     港湾特別整備事業費特別会計 153 億円 
 

 

5,732,992 

 

 

３ 令和６年度予算額（単県） 

  ５，７３２，９９２千円 

 

[財源内訳] 

一般財源 

3,000,000 

基金繰入金 

 2,732,992 
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若年層の社会減少要因調査分析事業【新規】 
 
１ ねらい 

若年層の転出要因について、これまでの取組の内容や成果も含めて、改めて

分析するとともに、分析結果を踏まえた社会減対策の再構築を進める。 

 

２ 事業の概要 

                                （単位：千円） 

内    容 予算額 

調査・分析の
実施 

○ 企業の採用、学生の進学・就職、移住の実態等に関
するアンケート、ヒアリング、他県調査等の実施 

○ 上記調査結果に対する分析 
 【主な内容】 
 ・魅力を感じる企業の条件、就職活動に際しての企業

情報の入手方法、進学先との関係性、雇用環境以外
の要素の影響度 

 ・県内企業の採用力（業種別企業の採用枠、情報発信
力、福利厚生）の状況 

 ・本県出身者の移住意識、どのような背景を持つ者が
広島県への移住可能性が高く、何が移住の決め手と
なるのか など  

23,556 

施策の再構築 
○ これまでの施策の成果検証 
○ 分析結果から導出される解決策や施策の検討等 

7,095 

合    計 30,651 

 
３ 令和６年度予算額（単県） 

  ３０，６５１千円 
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旧広島陸軍被服支廠安全対策等事業【一部新規】 
 
１ ねらい 

旧広島陸軍被服支廠の安全対策を進めるとともに、並行して建物の活用等の

検討を進める。 

 

２ 事業の概要 

                                （単位：千円） 

内    容 予算額 

建物の安全対
策と耐震補強 
【新規】 

○ 耐震性を確保しつつ、内部見学などの利用
が可能となる、安全対策と最小限の利活用を
同時に実現する内容の工事 

(債務：2,267,158) 
686,582 

建物の活用等
の検討 

○ 活用の検討に係る情報収集・協議等の実施 
○ 事務執行に要する経費 

2,066 

合    計 
(債務：2,267,158) 

688,648 

 
３ 令和６年度予算額（一部国庫） 

  ６８８，６４８千円 
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デジタル技術を活用した研究技術支援機能強化事業 
 

１ ねらい 

  総合技術研究所において、将来にかけて必要とされる技術を有する人材を継

続的に育成し、県内中小企業及び農林水産事業者（以下「事業者等」）が抱える

技術的課題に対応する共通技術基盤を構築することにより、技術支援機能を強

化する。 
 

２ 事業の概要 

  事業者等がデジタル技術の活用効果を体感できるプラットフォームの構築と

それを支える研究員を育成することにより、事業者等のレベルに応じたデジタ

ル技術導入への挑戦を効果的・効率的に支援する。 
（単位：千円） 

内    容 予算額 

各産業分野でのプラ

ットフォームの構築 

○ プラットフォームの構築 

○ プラットフォームを用いた支援体制の構築 
25,822 

プラットフォームを

支える人材の育成 
○ 外部及び内部研修等による人材育成 4,178 

合    計 30,000 

 
【参考】プラットフォーム構築後の支援のイメージ 

 
 
 
 
 
 
 

 

３ 令和６年度予算額（一部国庫） 

３０，０００千円 

総研 

事業者 

総研 

事業者 事業者 

総研 

従来の支援：個別支援 
プラットフォームによる支援 

事業者 事業者 

プラットフォーム（総研に整備） 
（データの収集、蓄積、解析、活用） 

事業者 
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広島県デジタルトランスフォーメーション推進事業【一部新規】 
 
１ ねらい 

デジタル技術を活用して、様々な社会課題の解決と経済発展の双方の実現を

図るため、「広島県ＤＸ加速プラン」に基づき、民間事業者等に対するＤＸへ

の理解・実践意識の醸成やＤＸの取組を後押しすることにより、全県的なＤＸ

を推進する。 

 

２ 事業の概要 

                                （単位：千円） 

内    容 予算額 

ＤＸへの取組
着手支援 
（民間事業者
等への支援） 
【一部新規】 

○ 支援機関（商工会議所や商工会、金融機関など）を
中心とした横展開の促進 
・支援機関とＩＴベンダー等が連携した、民間事業者

等のＤＸ実践を支援する環境の構築【新規】 
・支援機関向けのデジタルリテラシー・支援スキル向

上研修 
・ＤＸ実践ガイドブック等の利活用促進 等 

61,584 

○ ビジネス変革を推進する中核的人材の育成 
・バックオフィス業務全体のプロセス改革による効率

化、生産工程全体の最適化による生産性の向上など
の取組を、社内で推進できる人材等を育成する実践
支援プログラムの実施【新規】 

30,051 

○ ＤＸの理解・実践意識の醸成 
 ・経営者層向けセミナー 
 ・みんなのＤＸ研修 

11,900 

ＤＸ推進を 
支える 
その他の取組 
【一部新規】 

・県・市町職員向けデジタルリテラシー向上に係る研
修等【一部新規】 

・ＤＸ実態調査の実施 等 
15,400 

合    計 118,935 

 
３ 令和６年度予算額（一部国庫） 

  １１８，９３５千円 
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生成ＡＩ利活用推進事業【新規】 
 
１ ねらい 

令和５年度に実施した生成ＡＩ利活用の試行を踏まえ、生成ＡＩの利活用で

きる環境を全庁的に整備する。 

また、固有の専門知識、経験等が必要な業務を支援するため、県庁内データ

を活用した独自の生成ＡＩ環境を構築する。 

 

２ 事業の概要 

                                （単位：千円） 

内    容 予算額 

職員の 
利用環境整備 

○ 職員の一般業務の文書作成支援等 
職種・業種にとらわれず、個々の職員が日々の業務

を実施するにあたって生産性の向上・効率化に取り組
むための支援ツールとして、生成ＡＩを利用できる環
境を整備  

9,293 

専門性の高い
業務支援 

○ 庁内データを活用した生成ＡＩ環境の構築 
固有の専門知識、経験及びデータが必要な業務につ

いて、知識や経験の組合せ提供等による新たな価値創
造の支援ツールとして、庁内データを活用した生成Ａ
Ｉ環境を構築する。 

 ・生成ＡＩを用いた対話型システムの構築及び検証 
・構築したシステムによるサービスの提供 

30,000 

合    計 39,293 

 
３ 令和６年度予算額（一部国庫） 

  ３９，２９３千円 


